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１． 学校関係者評価の目的 
 
学校関係者評価は、アーツカレッジヨコハマと密接に関係する学校外関係者が、アーツカレッジヨ 

コハマの実施する自己評価結果を踏まえた教育活動、学校運営等に係る現状と課題を共有し、今後の 
改善方策等について助言等を行い、広く公表するとともに、アーツカレッジヨコハマが自己評価の改 
善方策の検討においてこの助言を活用し、当該年度の重点目標の設定や具体的取組の改善を図ること 
を目的とする。 
 
 

２． 学校関係者評価の方針 
 

 学校関係者評価は、「私立専門学校等評価研究機構 専門学校等評価基準」の評価項目を使用して実

施した自己点検・自己評価の結果を基に、「専修学校における学校評価ガイドライン」に則って実施す

ることを基本方針とする。また、評価結果の公開は、アーツカレッジヨコハマＷｅｂサイト、広報誌

等の刊行物への掲載などの方法をとるものとする。 
 
３．学校関係者評価委員（敬称略） 
 

学校関係者評価委員 

氏名 所属 役職 分類 

高橋 佑至 神奈川情報サービス産業協会 常務理事 IT業界識者 

川原吹 亮 株式会社ビーダッシュ 代表取締役 デザイン業界識者 

花井 直人 有限会社熱中日和 代表取締役 ゲーム業界識者 

 
４．学校関係者評価委員会実施日時 

 
日 時： 令和 4 年６月２4 日（金） 14：00 ～ 15：30 
場 所： 学校法人情報文化学園 アーツカレッジヨコハマ Ｅｖｏルーム 

 出席者： 学校関係者評価委員（敬称略） 
         高橋佑至、川原吹亮、花井直人 

アーツカレッジヨコハマ 
理事長中村、校長藤井、教務部長代理伊藤、入学相談室長小野 
教育推進室長代理安藤、総務室主任権守 
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５．学校関係者評価委員会次第 
 

（１）開会（配付資料確認）  
（２）校長挨拶 
（３）挨拶 
（４）出席者紹介 学校関係者評価委員 アーツカレッジヨコハマ教職員 
（５）令和元年度自己点検・評価結果の説明と評価 

      ① 教育理念・目的・育成人材像等  
        ② 学校運営 
    ③ 教育活動 
        ④ 教育成果 
        ⑤ 学生支援 
    ⑥ 教育環境 
        ⑦ 学生の募集と受け入れ 
        ⑧ 財務 
    ⑨ 法令等の遵守 
          ⑩ 社会貢献 

（６）意見交換および令和２年度重点課題策定 
（７）令和元年度学校関係者評価委員会総評 
 
 

６．評価方法 
令和３度の自己点検・自己評価評報告書を基に、現状を把握、基準大項目の自己評価結果に対し、

下記のポイントに留意しながら評価をおこなった。 
(１) 自己評価の結果の内容が適切かどうか 
(２) 自己評価の結果を踏まえた今後の改善方策が適切かどうか 
(３) 学校の重点目標や自己評価の評価項目等が適切かどうか 
(４) 学校運営の改善に向けた実際の取組が適切かどうか 

 
 

７．令和 ３ 年度重点課題対応結果 
 令和３年度学校関係者評価委員会で策定した重点課題の対応結果は下記の通りである。 

 
重点課題１ 新型コロナウイルス感染症防止対策。 

 

対応結果：令和 2年度と同様に引き続き感染対策が必要となり、令和 3年 4月に発令さ

れた「まん延防止等重点措置」に伴い引き続き自宅での検温やマスク着用な

ど指導を徹底した。さらに学内においては消毒液の設置数を増やし、感染防
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止対策を行ったことで、学内での感染者を出すことなく運営ができた。 

 国際情報ビジネス学科については、緊急事態宣言中の授業においては分散

登校を行い、状況に応じてオンライン授業に切り替えて感染防止対策を行っ

た。さらに日常生活の中においても常に感染予防を意識するように指導し

た。 

 

 

重点課題２  緊急事態宣言による混乱からの教育活動の維持と新たな取り

組みと推進 

対応結果： 令和 3 年度においては、新型コロナウイルス感染症対策を徹底し、できる

限り教育活動を低下させないようにした。令和 2 年度に実施できなかった業

界就職率をあげるためのイベントの実施や、卒業研究発表会においては、学

生が滞留しないように学年や学科により入れ替えをはかるなど、企業や保護

者など外部の方にも見学していただけるようにした。 

 

 また国際情報ビジネス学科においても、感染予防に努めながら学科イベン

トや行事を行った。さらに分散登校とオンラインの授業を並行して行い、オ

ンライン用の教材の研究を進めるなど対策を図った。 

 

重点課題３  問題学生に対する指導強化による退学・休学・除籍者の低減。 

 

対応結果： 平成 30年度から実施している「STAI」State-Trait Anxiety-Inventory(状

態不安と特性不安)の結果から、不安を抱えている学生は退学傾向にあること

がわかっている。特に状態と特性が 2 つとも高い場合には早期の対策として

面談の実施や保護者との連携を強化してきた。家庭環境や対人関係のストレ

スを抱えている場合、臨床心理士が介入しても退学率の低減を図ることは難

しかった。しかし休学者のケアや登校日に欠席した学生への早めの指導を徹

底することができた。引き続き臨床心理士と連携を図りながら学生一人ひと

りを支援して退学率の低減をしていきたい。 

 

 国際情報ビジネス学科においては、新型コロナウイルスの世界的な影響で

経費支弁が受けられない学生も多く、退学率の低減には至らなかった。今後

も学生自身のキャリアプランを明確にすることで、目的意識を高めていける

ような指導を行っていく必要がある。 
 
 

重点課題４ 各部署が事業計画に置いて策定した「自律→自立学習の確立」の

１年目の目標達成。 
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対応結果： 令和 3 年度より年度方針が変わり「自律→自立学習の確立」に向け、各部

署が目標を達成させるために事業計画にて 

発表した内容を遂行してきた。4月の初めから「まん延防止等重点措置」が発

出されたため、令和 3 年度と同様に感染予防に努めながら、業務を行ってき

た。また各部署の連携を強化するため、情報の共有や目的に対する意識の共

有など大切な部分で、しっかりと話し合う機会を作ってきた。2 年目の目標

達成につながるように全部署一丸となって、目標に向け邁進していきたい。 

 

 

。 
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基準大項目１　教育理念・目的・教育人材像等

内容 状態

①
理念・目的・育成
人材像は定められ
ているか

　現在の教育理念・目的は、2006年からのものであり今年度で15
年目となる。内外ともに本校の役割、理念、教育システム、ス
ローガンを周知している。本校の教育理念・目的は、本校の学生
に対する役割を基に考えられたものであり、その役割は時代の変
化とともに急激な変化するものではない。
　しかし、育成すべき人材像は時代と共に変化するものと認識し
ている。今後も、時代の要請に応じた人材育成のために、学科、
教育編成、教育方法等を適宜見直し、教育理念・目的と共に周知
していくことが肝要である。

4.00
維
持

・教職員、学生、保護者等本校関係者
　すべての理解が必要であり、周知を
　続けていく。

・時代の要請に応じた人材育成のため
　に、学科、教育編成、教育方法等を
　適宜見直ししていく。

継続

② 学校の特色は何か

　ＩＴ技術を基盤とし、ゲームクリエイター学科、デザイン学
科、情報処理学科、国際情報ビジネス学科、日本語学科の５学科
で構成した専門学校である。自律・自立した社会人になるための
学校として、専門知識・技術教育と人間力教育を両輪とした教育
内容であり、学生一人ひとりの強みと特性を伸ばすための「育て
る教育（パーソナルプロデュース）」を教育方針として展開して
いるのが特色である。また、留学生に対して、日本企業で働く上
で必要となる日本文化教育・ビジネス日本語教育を重要としてカ
リキュラムを展開している。

4.00 維持

・専門知識・技術教育については、現
　在実施している学科毎の企業と連携
　した教育課程編成の継続が重要であ
　る。
・人間力教育については、教職員自ら
　がお手本となるよう自己変革の継続
　をしなければならない。それが学生
　への教育の根幹であることを肝に銘
　じ、活動に移すことである。
・日本文化教育については、日本の企
　業で働く上で必要となるマナーを基
　日本文化を掘り下げていく。

継続

③
学校の将来構想を
抱いているか

　時代の要請と本校の教育理念/目的等を念頭に、ＩＴを基盤と
した、質の高い技術者・クリエイターを養成する職業人養成専門
職学校の確立、自律/自立学習の確立を目指している。2014年度
からの取り組みは、専門職人材養成としての各学科カリキュラム
の確立であり、2021年度からの取り組みは本校教育の質、学生の
質向上を目的とした授業改革である。教育方針であるパーソナル
プロデュースは、教育の根幹の再認識（教え育てる）、そしてそ
れを実現するための教育方法の実現のための者である。この一人
ひとり育てる教育の上に、企業と連携したカリキュラムによる人
材育成の確立、留学生には日本の企業で働くために大切な心の基
礎となる、日本文化教育の確立を目指している。

4.00 維持

・2018年度から導入した、各部署の3
　年計画積み上げ目標の策定が中期的
　構想に繋がるものであり、毎年度の
　検証、改善を継続して実施してい
　く。

・日本語学科開講に向けた、募集計画
　や学生受入計画等の策定と実施。

継続
新規

・2021年度開講する日本語学科の募
集活動の再開。

基準大項目２　学校運営

内容 状態

①
運営方針は定めら
れているか

　目的は、本校が存在する意味であり、目標は達成のための指標
であり、方針はそれをどのように行っていくかである。教職員全
員が目的、目標、方針の違いを認識し、本校におけるそれぞれの
内容をしっかり理解したうえで学校運営を進めなければならな
い。2014年度より、教職員全員に対し個人毎の面談を行い理解の
ずれを調整し、運営を進めている。また、就業規則等の各種規定
は必要に応じ改定し整備している。

4.00 維持

②
事業計画は定めら
れているか

　毎年度実施する事業計画発表会において、事業計画の達成度と
次年度以降の事業計画を確認している。学校の方針等は、単年度
のものだけでなく、継続して実施すべきものも含まれ、結果およ
び計画は、毎年度理事会、評議員会で報告し承認を得ている。
2020年度は各部署において３年間での実績積み上げ目標を設定
し、安定した学校運営、教育活動が継続できるように中長期的な
計画を策定。計画の３年目を遂行した。

3.50 要改

・長期的に安定した学校運営、教育活
　動が継続できるよう将来の設備投資
　に備えた財源確保のために、第2号
　基本金の組入れを考えた中長期計画
　を立てる必要がある。

継続

③

運営組織や意思決
定機能は、効率的
なものになってい
るか

　理事会、評議員会は定期的、必要においては臨時に開催し、重
要事項の審議を行っている。職業実践専門課程申請に伴い、運営
組織に学校関係者評価委員会、各学科の編成委員会等を新たに追
加し運営をした。また、2014年度より学校運営会議の時間短縮
化、ペーパーレス化を実施し、会議運営の効率化を図っている。
2020年度は感染防止対策として会議の報告内容は１時間以内で要
約されたものとなっており、更なる効率化を進めることができて
いる。2016年度より学校運営会議の上位会議として、経営会議を
設置した。

4.00 維持

④
人事や賃金での処
遇に関する制度は
整備されているか

　2014年度より、年２回実施していた教職員個人面談を年３回に
ふやし、教職員各人の役割、ミッションを明確にした上で達成度
を評価する人事考課制度を整えた。これにより、従来の面談では
できなかった賞与、昇給、昇格との連動ができるようになった。
これらの人事及び賃金等に関する規程は就業規則で定め、整備し
ている。

3.66 要改
・役職制度、人事考課制度の検証と改
　定。
・欠員教員の求人。

継続

⑤
意思決定システム
は確立されている
か

　組織図のとおり、階層、権限等は明確になっている。各事案の
起案は各部署の責任において行われる。必要において各部署会
議、学校運営会議等で協議された後、理事長、校長の承認を得て
確定事項となり、意思決定が明確になっている。重要案件は理事
会の承認を得ている。2016年度より学校運営会議の上位会議とし
て、経営会議を設置した。

4.00 維持

８．令和３年度 学校関係者評価内容

点検・評価項目(中項目） 現状の説明 評価

点検・評価項目(中項目） 現状の説明 評価 状態

状態

平均値

4.00

課題・方策
成果/効果

課題・方策
成果/効果

学校関係者評価

「教職員、学生、保護者等本校関係者に対する教育理念や目的の
周知は、例年と同じく行っている。また、申請していた日本語学
科は日本語教育機関として告示された。」等の説明があった。委
員からは、ここ数年学校として変わってきているのは、留学生の
増加である。新型コロナウイルスが落ち着けば、企業の外国人労
働者への期待も戻って来るが、今後留学生の受け入れは新型コロ
ナウイルスの影響を大きく受けることが予想される。との意見が
あった。自己評価及び課題について全員一致で適正と判断。
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⑥

情報システム化等
による業務の効率
化が図られている
か

　学生管理システム、学生募集システム、学校会計システム及び
各部署日常業務のほとんどはパソコンを活用して行われ、業務の
効率化を図っている。また、学校内サーバーとは別に、学校運営
会議や、校長と部署間に必要となる資料、データ等をクラウド化
して共有している。2018年度には学内LAN工事を行い、PCの不作
動等の障害が解消され、PC作業もスムーズになっている。
2019年度に業務効率向上に向けて教育、学校会計、勤怠管理シス
テムの導入を開始した。

4.00 維持
・本格的な導入に向けた教育、学校
  会計システムの導入をした。

基準大項目３　教育活動

内容 状態

①

各学科の教育目
標・育成人材像
は、その学科に対
応する業界の人材
ニーズに向けて正
しく方向付けられ
ているか

　職業実践専門課程の取り組みの中で、年間２回の教育課程編成
委員会を実施し、業界のニーズに合わせたカリキュラムの作成が
できるようになった。また教育目標や育成人材像をより明確に
し、到達目標を決めることができるようになった。さらに連携企
業を増やしていけるように各企業の担当者と交渉した。また2020
年度は新型コロナウイルスの影響を鑑み、教育課程編成委員会の
時期を年末と年度末に実施した。

4.00 維持
・連携企業を増やすため、企業へ訪問
　し依頼する。

新規 ・連携企業を増やすことができた。

②

修業年限に対応し
た教育到達レベル
は明確にされてい
るか

　各学科長が中心となり、年間の事業計画を作成し、業界で活躍
するのに必要な専門知識・資格や技術を考慮した到達目標が掲げ
られ、育成に必要な修業年数を考えた学科運営をしている。目標
に対する到達度は、事業計画に基づき各学期と年度末に学科長が
結果の振り返りと検証を行い次年度に活かしている。

4.00 維持

③
カリキュラムは体
系的に編成されて
いるか

　学校の教育方針である「一人ひとりを教え育てる」という視点
に立ち、カリキュラムの作成を行っている。また職業実践専門課
程の教育課程編成委員会であげられたカリキュラムに対する意見
を取り入れ、業界のニーズを反映させたものとなっている。カリ
キュラムは、学科の授業や参加する学外イベントの１つ１つの内
容がつながりを持ち、技術的、人間的にどのように成長するのか
が理解できるものとなっている。

4.00 維持

④

学科の各科目は、
カリキュラムの中
で適正な位置付け
をされているか

　学科ごとのカリキュラムに沿って、科目ごとにコマシラバスが
作成され、全体・学期の到達目標、学習のねらい、定期考査基準
が記入され、学生に動機付けが行われている。また、科目コマご
とに講義予定表作成し、予定に対して一日ごとに講義実績の振り
返りを記入し、進捗の管理をしている。さらにシラバスのフォー
マットを修正し、学生にとってより伝わりやすいものに変更し
た。
　国際情報ビジネス学科では、ビジネス教育についての検討を行
い、日本語以外の授業においても日本で働くことを意識した教育
を実施している。

4.00 維持

・国際情報ビジネス学科では、日本文
  化教育およびビジネス教育のカリ
  キュラム検証を定期的に行い、教育
  の質の向上を図っている。

継続

・国際情報ビジネス学科では、グ
  ループワークによる課題の取組等
  により、団体行動・協調性を養う
  機会を設けている。

⑤

キャリア教育の視
点に立ったカリ
キュラムや教育方
法などが実施され
ているか

　本校におけるキャリア教育とは「社会に出た時に必要な能力」
と定義した。学んだ技術を活かすためには社会に出たときに積極
的に人と関わりをもって仕事をしていく必要がある。よって企業
連携講座でもチーム制作の時間を増やした。また自分の作品を企
業の方にプレゼンする機会を作り、作品に対するフィードバック
をもらうなどキャリア教育の視点に立って授業を行っている。ま
た、入学時と卒業時に社会人として必要な挨拶やビジネスマナー
等を身につけるための実践的な研修を行うことで、キャリア教育
の視点に立った教育を実施している。
　国際情報ビジネス学科では、バス旅行をはじめとする学校行事
において実行委員を中心に検討を行ったり、年度末に学習成果発
表する機会を設けたり、日本語での情報発信・意見の取りまとめ
などの生きた日本語の学習の機会を増やしている。

4.00 維持

・入学時と卒業時の研修を外部講師に
　依頼し、企業が求める能力を取り入
　れた研修を実践している。

新規

・内定者研修に参加した学生たちか
  ら入学時に行った研修に近い内容
  の研修課題が多く、自信をもって
  臨めるという意見が見受けられる
  ようになった。

・神奈川県専修学校各種学校協会主
　催の外国人留学生による日本語ス
　ピーチコンテスト６年連続入賞。

⑥
授業評価の実施・
評価体制はあるか

　学期ごとに教員に対する授業アンケートを実施・集計し、年に
３回上長と面談する機会を設けている。上記アンケートの内容を
非常勤講師にも各学期ごとにフィードバックしている。シラバス
やコマシラバスを作成し、適宜授業の内容や結果を把握し、授業
の改善をする仕組みがある。

4.00 維持  
・各学期の授業アンケートを非常勤
　講師に確認してもらい、翌学期の
　準備に役立てるようにした。

⑦

育成目標に向け授
業を行うことがで
きる要件を備えた
教員を確保してい
るか

　業界で活躍できる人材を育成するうえで必要となる専門の知
識・技術を教える授業に関して、実際にその分野で就業していた
人材または同等の力を示す資格取得者を担当に据えている。業界
の知識・技術を陳腐化させないために最先端の業界知識・技術を
学ぶため研修に参加し、報告書を作成し教員間で共有している。
採用は継続して行い、採用媒体を利用し面接の機会を持つように
している。また2020年度はゲームクリエイター学科にてグラ
フィックコースの教員を採用することができた。

3.00 要改
・専任教員の採用

新規
・SNSを有効活用し、非常勤講師の
　採用を行うことができた。

⑧
成績評価・単位認
定の基準は明確に
なっているか

　期末に試験を実施し、授業態度、課題、出席率等を考慮して成
績評価を行う。成績は、点数によりA～Dの４段階で評価をしてお
り、100～80点でA、80～60点でB、60～50点でC、50点未満がD評
価となっている。D評価は単位認定不可となる。D評価を除いた学
生が、A：B：C＝1：2：1の割合を目安にしており、D評価の学生
は、再試験や再課題を行い再評価の機会を与えている。この基準
は、授業担当教員全体で共有している。

4.00 維持

3.86

点検・評価項目(中項目） 現状の説明 評価 状態

学校関係者評価

学校の運営方針、事業計画等は例年同様進められている。令和元
年度より始めた働き方改革に伴う業務システムの検討は、各シス
テムの選定が終わり令和２年度より本格稼働した。」等の説明が
あった。委員からは、「働き方改革について、新型コロナウイル
スの影響で企業が強制的に変わらざるを得ない事もある。ポジ
ティブに考えるとよい方向に変わっていることも多いが、感染症
対策としてリモートワークを実施している企業も多く、新しいク
ラウドサービスの導入を行っている企業も多い。そのあたりの対
策が今後も必要になるのではないかとの意見があった。自己評価
及び課題について全員一致で適正と判断。

課題・方策
成果/効果

平均値
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⑨
資格取得の指導体
制はあるか

　各学科、取得目標資格の必須と推奨の区分がわかるように学生
便覧に掲載している。業界就職するにあたって資格が重要になっ
てくる情報処理学科に関しては、学科カリキュラムの到達目標に
資格取得を記している。科目ごとのシラバスでは学期ごとに目標
にする資格と目的を記して指導にあたっている。また合格実績や
合格率を報告書にまとめている。
　国際情報ビジネス学科では、コースごとの目標資格のほかに、
母語・日本語に英語力をプラスし語学力を就職活動に生かせるよ
う、授業外でTOEIC対策講座を実施している。

4.00
維持

・国際情報ビジネス学科では、コース
　ごとの業界就職に向  けた資格取得
　に向  けたカリキュラム強化を行
　う。

新規 ・国際情報ビジネス学科では、資格
  取得率が向上した。

基準大項目４　教育成果

内容 状態

①

就職率(卒業者就職
率・求職者就職
率・専門就職率）
の向上が図られて
いるか

　月ごとに就職率を割り出し、就職課と学科長が定期的にミー
ティングを行なっている。学生個人カルテを利用することによ
り、学生の希望する業界や就職活動状況を把握し、個人の問題に
あった対応をしている。さらに業界就職率については、企業連携
講座や業界の方を招いて、業界の動向や求める人材像について話
す機会を設け、学生たちが業界への理解を深め、モチベーション
を高めて就職活動に臨めるように支援した。また、新型コロナウ
イルス感染症の影響を考え、早期に面談を行い学生のアプローチ
方法を検討したことで、進路決定率も100％を達成することがで
きた。国際情報ビジネス学科に関しては、早期に就職説明会に参
加する学生も増え、年々就職率は向上していたが、2020年度は新
型コロナウイルス感染症の影響を受け、前年に比べ就職率は低下
するとともに、留学生を取り巻く環境の変化に伴い、就労ビザの
取得が難しくなっている。内定をもらってもビザが不許可になる
こともあり、卒業までにビザ取得ができるよう指導を行う。

4.00 維持

・クリエイティブ業界を希望する学生
　へのアプローチ方法を検討する。

・国際情報ビジネス学科については、
　就職率は向上している。卒業までに
　就職決定となるよう、また、安易に
　特定活動ビザに流れることなく、技
　人国ビザが取得できるよう、指導を
　強化している。

継続
新規

・インターンを有効活用し、業界就
  職率を向上することができた。

・国際情報ビジネス学科では、1年
  次から業界就職率を意識した就職
  活動の準備をを早期に進めてい
  る。

②
資格取得率の向上
が図られているか

　資格取得向上をめざして、国家試験前には対策する時間を増や
し、資格取得の向上をはかった。ここ数年基礎学力が低下してい
ることは明らかであり、早めの対策を行う必要がある。引き続き
学生の動機づけを行い資格取得の向上を図っていきたい。国際情
報ビジネス学科では、コースごとの目標資格において合格者を出
すことができた。卒業学年における延べ合格者数は卒業生数の２
倍を超える実績を残すことができた。

4.00 維持
・国際情報ビジネス学科では、検定合
　格率の向上とともに、新規検定試験
　を導入した。

新規
・国際情報ビジネス学科　卒業まで
　に、32.4％の学生が、JLPT（日本
　語能力試験）N2以上を取得してい
　る。

③
退学率の低減が図
られているか

　退学率の低減をはかるために、STAI:(状態-特性不安検査)の結
果から特性不安の結果が高い学生を早期に面談した。さらに必要
な場合にはカウンセリングの活用をするように促した。また緊急
事態宣言中も学生にメール連絡を行い、日々の体調や遠隔授業の
際に様子を見ながら学生の支援ができたことで、2020年度におい
ては退学率の低減をはかることができた。国際情報ビジネス学科
においては、１学年で13名が本校入学前のオーバーワークによる
ビザ不許可・ビザ申請不可のため、退学・除籍となり退学・除籍
率は前年を上回る結果となってしまった。オーバーワークを除く
退学・除籍率10名であり、入学選考時に注意換気を行うなどの対
策に取り組んだ。

3.50
要改

・STAI:(状態-特性不安検査)の結果か
　ら特性不安の結果が高い学生を早め
　に専任のカウンセラーにつなぐ。
・退学率の低減を図るための研究を行
　い対策を講じる。
・国際情報ビジネス学科では、毎日の
　授業での学生状況を記録し講師間で
　情報を共有し、学生指導に活用。面
　談およびメール等を使用しての個別
　指導を行う。

継続
新規

・STAI:State-Trait Anxiety
　Inventory(状態-特性不安検査)を
　実施したことで、退学する可能性
　が高い学生の見極めができるよう
　になり、退学率の低減を図るため
　の研究を進めることができた。

④

卒業生・在校生の
社会的な活躍およ
び評価を把握して
いるか

卒業生や在校生の活躍情報を適宜把握し、その成果をしっかりと
評価している。在校生においては成果をおさめた学生に対し、定
期的に表彰を行っている。また企業と連携を図り、情報を収集
し、携わった作品や仕事についての情報を把握している。また
SNSを活用し、卒業生に情報を発信する機会を作り、卒業生が共
有できるようにしている。国際情報ビジネス学科においても、
facebookを利用して情報発信を行い、卒業生の活躍状況を把握で
きるようにしている。

4.00 維持 ・GSアワードを年２回開催。

3.87

点検・評価項目(中項目） 現状の説明 評価 状態

3.88

平均

平均値

学校関係者評価

「各学科の教育目標、育成人材像、カリキュラム等は協力企業と
連携して業界のニーズを汲んで今後も進めていく。」との説明が
あった。ゲームクリエイター学科、デザイン学科、情報処理学科
の3学科においては、職業実践専門課程の認定がとれ、より職業
教育に即した内容の実践をはかることができるようになった。国
際情報ビジネス学科においても資格取得が向上している。委員か
らも「教え育てるということがより効果的にできているのではな
いか」との意見があった。よって自己評価及び課題について全員
一致で適正と判断。

学校関係者評価

　業界就職率は年々向上しているが、新型コロナウイルス感染症
の影響により、業界によっては求人が不足している。また退学率
の低減について、国際情報ビジネス学科においては、オーバー
ワークによるビザの不許可があり、入学前から課税証明の提出を
求めるようにして対策を図るなどの説明があった。委員からは、
当面の間は、新型コロナウイルス感染症の対策は必要になってく
る。常に感染者が増えた場合の対応を学校としても検討しておい
た方が良いとの意見があった。自己評価及び課題について全員一
致で適正と判断。

課題・方策
成果/効果
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基準大項目５　学生支援

内容 状態

①
就職に関する体制
は整備されている
か

　就職資料室を設け、企業の情報収集、履歴書作成やエントリー
シートを作成するなど、実践的に就職活動に臨めるように支援し
ている。またアーツポータルを利用して求人票の閲覧ができるよ
うにし、いち早く学生たちに求人情報を提供している。就職強化
週間における就職セミナーや個人カルテの活用により、学生の希
望する業界や就職活動状況を把握し、面接対策や筆記試験対策を
実施している。国際情報ビジネス学科においては、就職対策とし
て、企業人事担当者による面接対策講座を実施することにより、
就職意識の強化を図った。日本人対象の説明会についてもアナウ
ンスし、積極的な就職活動を支援するとともに、１年次から履歴
書作成や面接練習なども実施している。

4.00 維持

・校内でクリエイティブ企業の会社説
  明会を増やす。

・クリエイティブ企業の新規求人の獲
  得。

・国際情報ビジネス学科では、校内及
  び外部での説明会の機会を活用した
  就職活動を実施。

継続
新規

・外部に委託せず内部で企業を呼ぶ
　機会を増やしたことで新規企業の
　求人を獲得できた。

・国際情報ビジネス学科では、日本
　独特の就職活動に向けた書類作成
　の指導・添削を実施。

②
学生相談に関する
体制は整備されて
いるか

　定期的に担任による個別面談および、専任のカウンセラーが面
談を実施して学生の相談を受ける体制をとっている。家庭環境の
問題やメンタル面での相談も多く、教員個々のカウンセリング技
術をあげることが望まれる。2020年度においても「難しい学生の
対応」について教員研修を行い、教員として必要な働きかけにつ
いて学ぶことができた。
　また、国際情報ビジネス学科では、担任による個別面案以外に
も適宜学科主任等による面談を行っている。相談内容は記録し、
情報共有を行うとともに、入国管理局への提出書類についても指
導を行っている。

3.66 要改

・学生の就労に向けた、受け入れ団体
  との連携を強化する。

・専任のカウンセラーとのミーティン
  グ時間の確保。

継続
・学生たちの卒業後の様子や連携に
　ついて情報共有をすることができ
　た。

③

学生の経済的側面
に対する支援体制
は整備されている
か

　入試制度における学費支援制度の説明や、学費の分納制度など
個別の相談にも応対している。また、2016年度入学生からは、災
害・経済的理由等特別支援制度を募集要項に明記し、2020年度入
学生からは、高等教育の修学支援新制度の申請が受理され、その
対象機関となった。さらに教育給付金制度の申請を行い、2021年
度より情報処理学科が対象機関に認定された。また高等教育の就
学支援新制度の申請が受理され、その対象機関となったことで、
より支援体制の充実を図ることができた。さらに新型コロナウイ
ルス感染症対策助成金の申請を行った。国際情報ビジネス学科に
おいては、学生支援給付金、外国人留学生学習奨励費特別追加採
用、新型コロナウイルス感染症対策助成金について申請を行っ
た。

4.00 進化

・災害・経済的理由等特別支援制度設
  置。

・高等教育の就学支援新制度申請。

継続
新規

・高等教育の就学支援新制度対象
　機関認定。

④
学生の健康管理を
担う組織体制はあ
るか

　年に１回の健康診断を実施し、結果を学生に配付し管理してい
るが、家庭での生活習慣や食事のバランスなどを把握するのは難
しい。カウンセラーによる、規則正しい生活とバランスのとれた
食事の指導をするため、長期休みに入る前には「相談室だより」
を学生に配付し、休みの間に生活リズムが乱れないように指導し
た。

4.00 維持

⑤
課外活動に対する
支援体制は整備さ
れているか

　スポーツ等のクラブ活動、その他、課外活動は、学生の主体性
や協調性を養うものとして、学校教育には欠かせないものになっ
ている。学校でもサークル活動の支援体制を整えている。学生が
達成感を得られ、充実した学生生活が送れるように支援してい
く。

4.00 維持

⑥
学生寮等、学生の
生活環境への支援
は行われているか

　寮を希望する学生は減少傾向であるが、民間学生寮と提携し案
内をしている。また留学生に対しては、九州や東北など地方から
の入学者が増えており、同じ国籍の在校生に、住まいやアルバイ
トについての相談ができるよう接続を行い、気軽に相談できる体
制を整えて不安を解消している。日本語学科の認可に伴い、寮の
確保を進めていく。

4.00 進化
・日本語学科に入学する留学生への生
  活支援として、学生寮の確保を進め
  ていく。

新規

⑦
保護者と適切に連
携しているか

　保護者に学生の進路に対しての協力を依頼するため、６月と７
月に就職保護者説明会を実施し、就職活動状況や企業の採用に関
する動向を話す機会を設けている。学生の進路にむけた保護者と
の連携と協力の依頼が目的である。2017年度から平日にも説明会
を開催し、就職活動に向けた支援をお願いしている。これにより
保護者の参加率も向上した。

4.00 維持
・保護者説明会を平日開催したこと
　により保護者の参加人数が増え
　た。

⑧
卒業生への支援体
制はあるか

　卒業後も転職相談等があった場合、必要に応じて個別に対応し
ている。資格等のフォローは、テキストの紹介、受験案内を渡す
などの対応を行っている。さらにはFacebookやTwitterなどを活
用して、卒業生とタイムリーに情報を共有できる仕組みを作って
いる。また同窓会の機能として、学園祭でブースを設置し、卒業
生どうしがコミュニケーションをはかる機会を設けている。留学
生については、特定活動ビザで就職活動を継続する学生の支援を
行っている。

3.50 要改
・卒業後の資格のフォローアップ講座
  やセミナーの実施。

新規
・SNSを利用した卒業生向けの求人
　情報の提供。

状態

3.89

課題・方策
成果/効果

平均値

学校関係者評価

　新型コロナウイルス感染症の影響で学生の就職支援体制にも変
化があり、オンラインでの就職活動が主流となった。そのため面
接指導や、就職資料室の環境整備を行った。また委員から今後も
企業側はオンラインでの面接や採用を進めていくことが予想され
るため、その対策としてオンライン上での表情やデータの見せ方
などの指導が重要であるとの意見があった。さらに卒業生のコ
ミュニティとして学園祭があったが、2020年度においては実施で
きなかったので来年度以降どうしていくか検討の必要があるので
はないかとの意見があった。自己評価及び課題について全員一致
で適正と判断された。

点検・評価項目(中項目） 現状の説明 評価
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基準大項目６　教育環境

内容 状態

①

施設・設備は教育
上の必要性に十分
対応できるよう整
備されているか

　各学科のカリキュラムに基づき、授業が円滑に行えるよう必要
十分な設備・機材を計画的に購入し、常に良好な状態を維持する
ことを心がけている。学生全員がノートPCを持っていることによ
り、新型コロナウイルス感染症拡大防止のための対策として行っ
た遠隔授業にも対応した。また、施設についても定期的に点検し
維持・整備を実施している。 国際情報ビジネス学科において
も、先にあげた感染症対策としてChromebookを学生貸出用として
準備し、ITコースの遠隔授業に対応した。また３密を避けるた
め、人数により１クラスを２教室に分割して校内にて遠隔授業を
行った。

4.00 進化
・常に良好な状態を維持するために、
  計画的に整備する。

継続 ・24教室プロジェクター設置。

②

学外実習、イン
ターンシップ、海
外研修等について
十分な教育体制を
整備しているか

　学外実習においては、クリエイターEXPO、コミティア、東京
ゲームショウなどのイベントに参加して、自分の作品を発表する
機会を設けている。また学校パンフレットやWebサイト、校内掲
示などの過去の実績を目にした企業から毎年、学生への仕事の依
頼があり、一定の成果を上げることができている。情報処理学科
においては、神奈川情報サービス産業協会主催の「ITコンテス
ト」プロダクツ部門にて３年連続で入賞を果たすことができた。
また新たな取り組みとして、神奈川県以外のコンテストに参加し
「信州未来アプリコンテスト0」に参加し、作品がノミネートさ
れ、オンラインにてプレゼンを行った。インターンシップにおい
ては採用の観点から企業からの相談も多く、学生のキャリアを考
えたインターンシップの指導を行った。また非常勤講師からの依
頼で「群馬HANI-アプリ」で使用するイラストを制作した。

4.00 進化
・インターンシップ受入れ企業との連
  携強化を図る。

新規

・ITコンテストにて3年連続入賞。

・信州未来アプリコンテスト0ノミ
　ネート。

・「群馬HANI-アプリ」イラストを
　制作。

③
防災に対する体制
は整備されている
か

　年１回避難訓練を実施。学生を速やかに安全な場所に避難させ
ることを第一と考えて体制を整えている。防災プロジェクトを発
足し、災害発生マニュアルを整備し、職員の意識を統一してい
る。防災プロジェクトは年間２回ミーティングを行い学生一人ひ
とりに長期で保存可能な防災セットを常備した。また９月の防災
訓練後に検証会を行い、今後の課題や対策について話し合いを
行った。

4.00 維持
・年間2回の防災プロジェクトの実
  施、避難訓練実施後に検証会の実
  施。

継続
・非常用投光器とトイレの購入。

基準大項目７　学生の募集と受け入れ

内容 状態

①
学生募集活動は、
適正に行われてい
るか

　パンフレットやホームページ、チラシ、ポスターといった媒体
物のほか、ガイダンスやオープンキャンパスでの情報発信におい
ても、その情報が正確であり、適切なものかをチェックしてい
る。パンフレットについては昨年度より学校全体の特徴として
「技術力が身につく」ことを強調。これを皮切りに、「技術で未
来を切り拓け。」を学校のコンセプトワードに設定し、広報物の
ほか名刺や封筒にもロゴとともに表示。各学科の特長・強みを明
確に打ち出すために、学科ごとの分冊版案内を制作した。オープ
ンキャンパスにおいては、新型コロナウイルス感染拡大防止に努
めるべく、運用方法の見直しを行った。何でも相談等、密になる
状態を避けながらも、参加者の満足度向上を目指し、聞きたい内
容やネックになっていることのヒアリングを行い説明している。
さらに来校することに抵抗がある生徒を考慮し、オンライン型の
相談会を開催し、気軽に学校の情報収集ができる体制を整えた。

3.75
要改

・計画から検証までの流れを確立し、
  その反省点を次の計画 に盛り込ん
  でいくシステムを構築している。
・パンフレットにおいて「技術力が身
  につく3つの理由」として学校の特
  徴を明確化した。
・「技術で未来を切り拓け。」をコン
  セプトワードに設定。本校を端的に
  説明するワードとして活用してい
　く。
・従来のパンフレットに加え、学科ご
　の分冊版を制作し来校時に配付、
　説明。
・我々が伝えたいことと、志望者に伝
　わっていることへのギャップは否め
　ない。パンフレット等での表現方法
　をはじめ、各学科が求める学生像を
　掲げることで、しっかり伝える仕組
　みを確立していきたい。
・学校を知ってもらう「広報」への働
　きかけを強化し、認知度向上につな
　げることも必要である。

継続
新規

・オンライン説明会の実施

②

学生募集活動にお
いて、教育成果は
正確に伝えられて
いるか

　卒業生や在校生の活躍や教育成果を伝えるための情報収集の整
備を実施。また伝える方法としてパンフレット、ホームページ、
チラシ、ポスター等を活用し、在学中にどれだけ成長したかを視
覚で理解できる手法で伝えている。また、オープンキャンパスに
おいて、学年ごとの作品を展示し、その成長ぶりを視覚で理解で
きるようにしている。さらに定期的に卒業生をゲストとして招
き、学生時代の勉強が仕事にどう活かされているのか、直接参加
者に話しかけ、今後の参考にしてもらっている。
新型コロナウイルスの影響を受け、オンラインや動画配信による
情報発信を充実させる取り組みを実施した。特に動画による学生
作品紹介を行うことで、来校しなくても教育の成果を伝えること
ができるようになった。

3.50 要改

・教務部からの早いフィードバックの
　仕組みを構築。
・パンフレットやオープンキャンパス
　で、学年ごとの作品を展示。情報処
　理学科においても、成果物が進化し
　ていることをさらに明確に打ち出し
　ていく必要があり、パンフレット学
　科別分冊において、学年別の作品を
　掲載する。
・オープンキャンパスにおいて、在校
　生、卒業生と話ができる機会を設定
　しており、特に就職活動における評
　価ポイントなどを説明している。

継続

学校関係者評価

「教育環境としての機材は、新型コロナウイルスの影響で、オン
ラインでの授業の必要性もあり、整備されている」また学生ひと
りひとりがパソコンを持てるように支援している。国際情報の学
生もクロームブックを使って授業を行うなど、機材の整備をは
かっている。また教員が利用するプロジェクターも新しいものを
増やした。委員からの学生のパソコンの質がよくなり、制作課題
に対応できるようになったのではないか。さらにコンテストやイ
ベントにおいては、状況をみながら進めていく必要はあるが、学
校としてできることを十分に学生に提供できているのではないか
と意見があった。自己評価及び課題について全員一致で適正と判
断。

平均値

4.00

状態

状態
課題・方策

成果/効果点検・評価項目(中項目） 現状の説明 評価

点検・評価項目(中項目） 現状の説明 評価
課題・方策

成果/効果
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③

入学選考は、適正
かつ公平な基準に
基づき行われてい
るか

　学生の「質の向上」を図るべく、デザイン学科においては、選
考の１つとしてスケッチを行うことを、2020年度版募集要項に記
載。普段絵を描くことに親しんでいるか、画力はどうか、という
ことも選考基準の１つとした。全学科においては、１回の面接で
合否保留となった場合、在籍高校教諭と相談の上、学科長との再
面談を実施して合否判定をした。さらにAO入試においては、必要
な学力を図るべく、数学の問題を導入した。面談は各学科長が実
施することで、学科にふさわしい人物かどうかの判断をすること
とした。また、国際情報ビジネス学科においては、２か月の休校
期間や日本語能力試験の中止に伴い、入学資格の見直しや日本語
筆記試験の見直しを行った。日本語の運用、定着をしているかを
見極める内容とし、今後の伸びしろがありそうな学生を獲得する
ことを狙いとした。

4.00 進化

・質の高い学生を受け入れる基準作り
　を進めている一方、AO入試志願者の
　レベルに問題が出てきている。2021
　年度入学からは、従来の面談とレ
　ポートによる選考から、面談と筆記
　試験(主に数学)に変更し、入学後必
　要となる数学知識を確認する試験に
　変更。また面談では、高校時代特に
　力を入れて頑張ったことをPRする項
　目を追加。いずれも募集要項に記
　載。
・AO以外の入試制度の場合、1回の面
　接で合否保留になった場合、在籍高
　校教諭と相談の上、学科長との再面
　談を実施。
・国際情報ビジネス学科の筆記試験、
　合格者の平均点が下がってしまった
　ため、問題内容の見直しを図ってい
　く。

継続
新規

④
学納金は妥当なも
のとなっているか

　一般学生の諸経費であるが、現状の使用状況を考慮し、2020年
度入学生より、毎年一律13万円から、学年別に納入金額の変更を
募集要項に記載した(卒業までの合計金額は同額)。国際情報ビジ
ネス学科の諸経費も消費増税等の与件から、毎年５万円から７万
円とした。その他、学費の分納、あるいは延納に対する相談は
個々の家庭の状況を鑑みながらケースバイケースで対応してい
る。

4.00 進化

・一般学生の諸経費であるが、機材・
　教材の充実を図るため、学科別学年
　別の金額体系に変更する。2021年版
　募集要項に記載する。

・国際情報ビジネス学科は現在2回分
　納だが、分納期間のタイミングをバ
　ランス良くするため、2年次初回の
　納入時期を3月から2月に前倒しをす
　る。

新規

基準大項目８　財務

内容 状態

①
中長期的に学校の
財務基盤は安定し
ているといえるか

　2021年度は国際情報ビジネス学科の受け入れを増員し、学生数
の確保をした。現在、借入金がないことや学生数は確保できてお
り、予算・収支計画は中長期的に安定傾向となっている。しかし
ながら財政に余裕がある状況ではない。

4.00 維持

②
予算・収支計画は
有効かつ妥当なも
のとなっているか

　予算収支計画は、次年度の事業計画案作成時に、校長と各部署
長と協議の上作成し、理事会・評議員会で承認を得ている。予算
は毎月の経理会議で進捗を管理し、妥当に執行している。

4.00 維持 ・各部署予算書の進捗管理の徹底。 継続 ・2020年度予算書。

③
財務について会計
監査が適正に行わ
れているか

　私立学校法に定められた通り、法人の財務状況について、監事
（税理士）による会計監査が行われ、会計年度終了後に、監査報
告書を理事会・評議員会に提出し、承認を得ている。 また、学
校法人会計基準改正に伴う計算書類の整備をした。2018 年10月
には学校検査があり、決算書と予算書についての不備指摘事項は
修正済み。また、2019年度より学校会計システムを導入してお
り、学校会計の適正な運用と効率化を進めている。

4.00 維持 ・学校法人会計基準を遵守していく。 継続

④
財務情報公開の体
制整備はできてい
るか

　私立学校法に定められた書類を整備し、対応できる状態であ
る。また、2014年度より従来の財務情報公開の体制に、本校Web
サイトでの公開を追加した。

4.00 維持

基準大項目９　法令等の遵守

内容 状態

①

法令、設置基準等
の遵守と適正な運
営がなされている
か

　法令、設置基準を遵守しており、専門学校として適正な運営を
し、毎年度所管の神奈川県より現況調査を受けている。又、３～
４年間隔で学校検査を受けている。2018年10月に検査が実施さ
れ、不備の指摘のあった育児・介護休業規程については2020年度
に改善済み。法令や設置基準改正等については、その都度教職員
に周知している。

3.50 要改 ・学校検査での指摘事項の改善。 継続
・ヘルプライン設置
・人間ドッグ利用補助規定

学校関係者評価

「募集活動については、オンライン型の説明会を実施した。また
学校が発信するパンフレットや広報ツールの強化を行った。」
「教育成果の伝達については、学生作品を画像から動画へ紹介で
きるようにした。」「入試選考については、年々改良をしてい
る。AO入試においては、基礎学力をみるための、導入試験を実施
した。学科長が面談できるようにした。」国際情報ビジネス学科
においては、日本語学校での日本語力を把握することや、同時に
日本語力の把握ができるような試験に変更した。また諸経費の納
入の時期、学科により金額の設定を行った。委員からはWebの対
策を慌てている企業が多いが、MAツールの活用をいち早く取り組
んでいる学校であるので、早くからツールを使っている企業は少
なからず悩みがある。その対策をしていく必要がある。との意見
があった。自己評価及び課題について全員一致で適正と判断。

学校関係者評価

前年度と同様、令和3年度も借入金が無く、入学生も安定傾向で
あり、予算・収支計画・財務は妥当なものとして理事会で承認さ
れている旨の報告があった。自己評価及び課題について全員一致
で適正と判断。

平均値

4.00

状態

3.81

課題・方策
成果/効果

点検・評価項目(中項目） 現状の説明 評価
課題・方策

成果/効果

平均値

点検・評価項目(中項目） 現状の説明 評価 状態
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②

個人情報に関し、
その保護のための
対策がとられてい
るか

　志願者、学生、卒業生および教職員、学校関係者の個人情報
は、個人情報保護規程に従い各部署で管理運用し、各部署のパソ
コンおよびサーバーには部外者が扱えないよう、セキュリティ対
策を施している。クラウド化も進めており、セキュリティ強化と
保全強化を図っている。また、本校Webサイトにはプライバシー
ポリシーを掲載し、個人情報入力フォームにはSSLを導入し暗号
化している。学生には入学後のオリエンテーションの際に個人情
報について説明。同意書に署名をし、提出してもらっている。留
学生は学費納入の話をする際に同時に個人情報について説明。同
意書に署名をし、提出してもらっている。セキュリティ対策とし
て2018年度には学内LAN工事を行い、セキュリティ強化をしてい
る。

3.50 要改

・携帯用の電磁記録媒体の取り扱い管
　理強化。

・個人情報に対するセキュリティー強
　化（電磁記録媒体）。

継続

③

自己点検・自己評
価の実施と問題点
の改善に努めてい
るか

　校長と各部署長をメンバーとした自己評価委員会を組織し、自
己点検評価を実施している。2011年度からは私立学校等評価研究
機構の点検ブックを参考にして点検項目を各部署に割り振り点検
評価を行い、継続して改善を続けている。

4.00 維持

④
自己点検・自己評
価結果を公開して
いるか

　自己点検評価の項目を大項目、中項目、小項目に分け実施し、
中項目の現状、大項目の自己評価と改善方策を報告書としてまと
め、理事会・評議員会で報告し承認を得ている。そして、この報
告書の自己評価内容および改善方策を学校関係者評価委員会で審
議する体制を整えた。また、2013年度の評価結果より、本校Web
サイトでの公開を開始している。

4.00 維持

基準大項目１０　社会貢献

内容 状態

①

学校の教育資源や
施設を活用した社
会貢献を行ってい
るか

　企業や高等学校との連携講座を毎年実施している。2015年度か
ら地域町内会、西区、学生の地域活性プロジェクトを発足し、こ
れまでに「コラボミーティング」や町内盆踊りおよび健民祭のポ
スター制作を行ってきた。また学生が地域を知るための「街歩
き」や近隣中学校の文化祭に作品を展示するなどの交流を図って
きた。しかし2020年度は新型コロナウイルス感染症の影響で、地
域とのコラボミーティングは実施できなかった。そのため、近隣
中学校にて「職業人講話」を学科長が務めるなど地域からの依頼
に対応した。
　国際情報ビジネス学科においては、例年実施していた町内清掃
ボランティアを新型コロナウイルス感染症により実施を見送っっ
たが、前年までのボランティア活動を評価していただき、浅間町
２丁目自治会からの推薦により、横浜市西区の「環境行動推進」
の表彰をいただいた。

3.60
要改 ・地域との交流を図る機会を作る。

継続

・高校生ﾏﾝｶﾞｲﾗｽﾄｺﾝﾃｽﾄ開催。
・高校生ITｱﾌﾟﾘｱｲﾃﾞｱｺﾝﾃｽﾄ開催。
・学園祭に地域住民を招待。
・神専各の学び場実施。
・高等学校連携講座実施。
・地域活性プロジェクト実施。
・国際情報ビジネス学科においては
　地域清掃活動および近隣との交流
　の実施。

②
学生のボランテイ
ア活動を奨励・支
援しているか

　社会人に必要な力を身につける目的で、ボランティア活動の意
義を学生に伝えている。掲示板やアーツポータルを有効活用し、
ボランティアの案内を積極的に推奨した。CEDEC2019のボラン
ティアスタッフとして運営の手伝いを行った。さらに東京ゲーム
ショウ2019にてIGDA国際ゲーム開発協会のボランティアスタッフ
として活動をしてきた。2020年度は新型コロナウイルス感染症の
影響でこのような機会が減ってしまったが引き続き機会をみて学
生の支援をしていく。

3.00 要改

・学生にボランティア活動の意義を伝
　え、地域活動や災害支援などの活動
　を奨励していく。

・ボランティア活動の紹介を積極的に
　行う。

継続

・CEDEC2019のボランティアスタッ
　フ、東京ゲームショウ2019にて
　IGDA国際ゲーム開発協会のボラン
　ティアスタッフとして活動した。

学校関係者評価

「設置基準等の適正な運営については、毎年度神奈川県の現況調
査を受けている。」「自己点検・自己評価の結果については、毎
年度学校関係者員会を開催し、評価改善を検討している。また、
その結果はWebサイトで公開している。」また2020年度は学校検
査が行われ「危機管理マニュアルの作成」について指摘を受け
現在プロジェクトメンバーで作成を行っている。等の説明があっ
た。委員からは、「経営環境がかわり経営者と従業員の意識が変
わってきている。働く人たちのESをあげることも大切である。こ
れは教育現場も同じではないか」等の意見があった。自己評価及
び課題について全員一致で適正と判断。

学校関係者評価
アーツポータルを有効活用して、学生への情報をしっかり提供で
きるようにしている。コロナ禍でも教育活動がしっかり行えるよ
うに感染予防につとめながら運営がなされている。

課題・方策
成果/効果

平均値

総平均値

3.84

3.30

点検・評価項目(中項目） 現状の説明 評価 状態

3.75

平均値
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９．令和４年度関係者評価委員会で策定した重点課題の対応結果は下記の通りである。 

重点課題１ 感染予防対策の徹底と教育活動の維持と推進 

重点課題 2 問題学生に対する指導強化による退学・休学・除籍者の低減 

重点課題 3 各部署が事業計画において策定した「自立→自立学習の確立」2年目の目標達成 

重点課題４新システム活用の強化と推進を図る 

１０．総評 
 昨年よりコロナ禍で教育活動に影響があった点も見受けられるが、専門学校教育機関と
して着実に職業教育を実践している。今後は労働人口が減る中で留学生の支援ももっと必
要となってくるであろう。卒業生の就職先についての確保やキャリア支援が必要ではない
か。また世界的なパンデミックは、コロナ以外でも出てくることが予想される。どんなこと
があっても「生き抜く力」人間力が必要であり、それを培っていく必要がある。これまでの
価値観を変えていくような意識改革が教育活動の中で必要なのではないか。 

以上 
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